導入として――３つの事例

１　　新聞社Ａは、企業Ｂが、赤字決算に陥ることをスクープした。赤字決算に陥ることは、スクープされた当時、企業Ｂの役員か、企業Ｂの会計監査を担当していた、会計監査法人Ｃの社員しか知り得ないことであった。そこで、企業Ｂは、事前に情報が漏れたことで、株式が通常以上に下落し、損害を受けたとして、情報を漏洩したと思われる会計監査法人Ｃを相手取って損害賠償訴訟を提起した上で、新聞社Ａの編集長を証人として請求した。裁判所が、この請求を認めたため、企業Ｂの代理人弁護士は、編集長に対して、取材源を明らかにするよう迫った。編集長は、これを拒否した。なお、取材源が会計監査法人Ｃであることは、その他の証拠から、編集長の証言がなくてもほぼ明らかであった。
２　　Ａは、Ｂを殺したとして殺人罪に問われた。しかし、Ａは自らの無実を主張し、法廷で無罪判決を求めた。Ａの裁判が始まったころ、ある雑誌に、「警察にはいえないが、Ｂを殺したのは私。Ａは無実」とするインタビュー記事が掲載された。そのインタビュー記事は非常に詳細な内容であり、またインタービューの回答者の特定はＡの無実を証明するのにほとんど必須のものである。そのため、雑誌社の編集長は法廷に召喚され、Ａの弁護士はインタビュー記事の回答者を明らかにするように編集長に求めた。編集長は、これを拒否した。
３　　ある会社Ｅの労働者がストライキを行なった際、ある放送局Ｆは、そのストライキの情況をテレビで放送する企画をした。その際、放送局Ｆは、多数の信頼できる秘密書類を密かに入手した。この書類は、会社Ｅの業務の管理執行のミスを証明する、報道にとって貴重な資料であった。その書類はいずれも非公式のもので、会社Ｅ内部の重要な管理の職にある者によって、取材源を公開しない約束のもとに、放送局Ｆに渡された。会社Ｅはその放送に驚き、放送局Ｆを相手として、名誉毀損による損害賠償訴訟を提起した。放送局Ｆは、取材源を秘匿したままで、真実性を証明しようとした。その結果、真実性は、十分には証明されなかった。しかし、裁判所が取材源の秘匿を認めれば、真実性の証明のハードルが下がり、証明が為されたと見なすことができる。

